
四半期報告書 

 

  

（第64期第２四半期） 

自 平成23年７月１日 

至 平成23年９月30日 

2011/11/15 9:51:2011777787_第２四半期報告書_20111115095046



目       次 

  

  頁

表 紙      

    

第一部 企業情報      

第１ 企業の概況      

１ 主要な経営指標等の推移 …………………………………………………………………………………………  1

２ 事業の内容 …………………………………………………………………………………………………………  2

第２ 事業の状況      

１ 事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  3

２ 経営上の重要な契約等 ……………………………………………………………………………………………  3

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 …………………………………………………  3

第３ 提出会社の状況      

１ 株式等の状況      

(1）株式の総数等 ……………………………………………………………………………………………………  5

(2）新株予約権等の状況 ……………………………………………………………………………………………  5

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 …………………………………………………  5

(4）ライツプランの内容 ……………………………………………………………………………………………  5

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 ……………………………………………………………………………  5

(6）大株主の状況 ……………………………………………………………………………………………………  6

(7）議決権の状況 ……………………………………………………………………………………………………  6

２ 役員の状況 …………………………………………………………………………………………………………  7

第４ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  8

１ 四半期連結財務諸表      

(1）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………  9

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………  11

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………  11

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………  12

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………  13

２ その他 ………………………………………………………………………………………………………………  20

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ………………………………………………………………………………………  21

    

［四半期レビュー報告書］      

2011/11/15 9:51:2011777787_第２四半期報告書_20111115095046



  

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第２項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【四半期会計期間】 第64期第２四半期（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

【会社名】 パラマウントベッド株式会社 

【英訳名】 PARAMOUNT BED CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  木村 恭介 

【本店の所在の場所】 東京都江東区東砂２丁目14番５号 

【電話番号】 ０３－３６４８－１１１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員財務システム本部長  大内 健司 

【最寄りの連絡場所】 東京都江東区東砂２丁目14番５号 

【電話番号】 ０３－３６４８－１１１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員財務システム本部長  大内 健司 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。 

  

2011/11/15 9:51:2011777787_第２四半期報告書_20111115095046



  

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．１株当たり情報の算定上の基礎となる期末の普通株式の数及び期中平均株式数からは、パラマウントベッド

社員持株会専用信託が所有する当社株式を控除しております。  

        ４．第63第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

    ５．第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22

年６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平

成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年

６月30日）を適用しております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期

第２四半期 
連結累計期間 

第64期
第２四半期 
連結累計期間 

第63期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

自平成22年 
９月30日 

自平成23年
４月１日 

自平成23年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

自平成23年 
３月31日 

売上高（百万円）  24,355  30,148  52,873

経常利益（百万円）  2,434  4,596  5,937

四半期（当期）純利益（百万円）  1,143  2,863  2,455

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 1,191  2,430  2,653

純資産額（百万円）  63,936  67,003  65,013

総資産額（百万円）  84,823  88,846  89,026

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 37.55  93.81  80.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 37.45  93.45  80.30

自己資本比率（％）  75.15  75.14  72.76

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,967  4,612  1,247

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △882  1,593  △1,469

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △709  △501  △1,139

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（百万円） 
 15,438  19,312  13,721

回次 
第63期

第２四半期 
連結会計期間 

第64期
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 

自平成22年
７月１日 

自平成22年 
９月30日 

自平成23年
７月１日 

自平成23年 
９月30日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  18.21  33.52
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 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

２【事業の内容】

2011/11/15 9:51:2011777787_第２四半期報告書_20111115095046

- 2 -



 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

（1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるもの

の、サプライチェーンの立て直しや各種の経済効果などを背景に、引き続き景気の持ち直し傾向が続きました。し

かしながら、原発事故の影響の長期化や円高の進行、海外景気の下振れなど、先行きにつきましては依然として不

透明な状況です。 

 このような国内の事業環境の中で、生産面におきましては、震災による納期遅延の解消と、７月以降の電力使用

制限に対応するための在庫の積み増しを図る目的で、３月28日から７月１日まで、操業時間の延長を実施いたしま

した。 

 販売面におきましては、東日本大震災による生産設備の一時停止や物流面の混乱等の影響で、前期中に納入予定

であった施設向け製品、十数億円分が当期の納入となりました。また、本年７月の地上デジタル放送への完全移行

に伴い、テレビ関連製品の需要が急増したことなども寄与し、施設向け販売は前年同期を大きく上回りました。一

方、在宅介護市場向け販売につきましては、前期に引き続き順調に推移いたしました。 

 連結子会社につきましては、おおむね順調に推移いたしました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間は、売上高301億48百万円（前年同期比23.8％増）、営業利益47億53百万

円（同64.6％増）、経常利益45億96百万円（同88.8％増）、四半期純利益28億63百万円（同150.4％増）となりまし

た。 

  

 （2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、888億46百万円となり、前連結会計年度末より１億79百万円減少いたし

ました。減少の主な要因は、現金及び預金は増加したものの、受取手形及び売掛金、有価証券が減少したことによ

るものです。  

 負債については、218億43百万円となり、前連結会計年度末より21億69百万円減少いたしました。減少の主な要因

は、買掛金、未払法人税等及び長期リース債務が減少したことによるものです。 

 純資産については、670億３百万円となり、前連結会計年度末より19億90百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、四半期純利益28億63百万円の増加によるものです。 

 また、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.3ポイント増加し75.1％となり

ました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ55億90百万円増加し193億12百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は46億12百万円（前年同連結累計期間は19億67百万円の増加）となりました。こ

れは主に、税金等調整前四半期純利益44億99百万円、売上債権の減少額33億83百万円、減価償却費18億47百万円等

の増加と、賃貸資産の増加額11億60百万円、仕入債務の減少額７億７百万円、リース債務の支払額６億48百万円等

の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、増加した資金は15億93百万円（前年同連結累計期間は８億82百万円の減少）となりました。こ

れは主に、有価証券及び投資有価証券の取得額25億75百万円、有形固定資産の取得額５億４百万円等の減少と、有

価証券及び投資有価証券の売却額47億39百万円等の増加によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は５億１百万円（前年同連結累計期間は７億９百万円の減少）となりました。こ

れは主に、配当金の支払いによるものであります。 

  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（5）研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は５億８百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はございません。 

 当第２四半期連結会計期間において、新製品として下記５製品を発売いたしました。  

 海外での販売にも対応させたCEマークが付いた仕様の透析・化学療法室用チェア「L'za(エルザ)」の販売力強化

のため、既存の３モータータイプに加え、２モータータイプを７月に発売いたしました。 

 病院・施設分野では、高齢者施設・介護施設向けベッドのメイン機種「カリストエールシリーズ」に、停電時で

も使用可能なバッテリーユニットを搭載させた機種を規格品として８月より発売いたしました。 

 小児・学童用ベッド「KB-600シリーズ」では、お子様にも看護者にも安心の療養環境をお届けするために、カラ

ーデザインを変更し、キャラクター付ネームプレートを装着したマイナーチェンジモデルを８月に発売いたしまし

た。 

 在宅介護分野を含めた全分野向けでは、車椅子の「KK-300シリーズ」に代わり、「KK-500シリーズ」と高機能の

「KK-600」シリーズを９月に発売いたしました。また、姿勢保持用具「バナナフィット」、体位変換器「バナナタ

ーン」を新たに開発し、９月に発売いたしました。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）  当社は、平成23年10月１日付で、パラマウントベッドホールディングス株式会社を株式交換完全親会社、当社

を株式交換完全子会社とする株式交換を実施し、持株会社体制に移行いたしました。 

     これに伴い、平成23年10月１日をもって、当社はパラマウントベッドホールディングス株式会社の完全子会社

となり、当社株式は平成23年９月28日付で上場廃止となりました。 

     なお、パラマウントベッドホールディングス株式会社は、当社との株式交換により、東京証券取引所への新規

上場申請手続を行い、パラマウントベッドホールディングス株式は、テクニカル上場（東京証券取引所有価証券

上場規程第２条第73号、第208条）により、本株式交換の効力発生日である平成23年10月１日に東京証券取引所

市場第一部に上場いたしました。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

   

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成23年11月11日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526  30,632,587 非上場 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。  

計  31,682,526  30,632,587 － －  

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日  
 －  31,682,526  －  6,591  －  7,276
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 （注）１． 当社は自己株式1,049千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

    ２． 平成23年10月１日に、パラマウントベッドホールディングス株式会社を株式交換完全親会社、当社を株式

交換完全子会社とする株式交換契約の効力が発生し、パラマウントベッドホールディングス株式会社は当社

の完全親会社となりました。  

  

①【発行済株式】 

  （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が10個含まれております。

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

パラマウントベッドホールディン

グス株式会社 
東京都江東区東砂２－14－５  7,240  22.85

木村憲司 東京都品川区  2,547  8.04

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－11  1,742  5.50

木村恭介 東京都港区  1,325  4.18

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－11－３  1,269  4.01

木村通秀 東京都港区  1,207  3.81

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５  1,203  3.80

野村信託銀行株式会社(投信口） 東京都千代田区大手町２－２－２  728  2.30

有限会社レッジウッド 東京都港区南麻布４－９－22  600  1.89

SSBT OD05 オムニバス アカウン

ト トリーティ クライアンツ 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店）  

338 PITT STREET SYDNEY NSW 

2000AUSTRALIA 
 427  1.35

計 －  18,292  57.74

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         1,049,900 － － 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式    30,541,400  305,414 － 

単元未満株式 普通株式      91,226 － 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数         31,682,526 － － 

総株主の議決権 －  305,414 － 
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②【自己株式等】 

  （注） 上記のほか、四半期連結財務諸表において自己株式として表示している当社株式が32,600株あります。 

      これは、従業員株式所有制度の導入により、平成21年10月５日付で「パラマウントベッド社員持株会専用信

託」（以下「従持信託」といいます。）へ譲渡した自己株式137,000株のうち、平成23年９月30日現在、従持

信託が所有している当社株式であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

退任役員  

   （注） 平成23年10月１日付で、木村憲司はパラマウントベッドホールディングス株式会社の代表取締役会長に、 

      越田弘志は社外取締役にそれぞれ就任しております。 

  

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,049,900  －  1,049,900  3.31

計 －  1,049,900  －  1,049,900  3.31

２【役員の状況】

役名 氏名 退任年月日

取締役会長 
（代表取締役）  

木村 憲司 平成23年９月30日

社外取締役   越田 弘志 平成23年９月30日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,222 19,278

受取手形及び売掛金 15,483 12,020

リース債権及びリース投資資産 2,156 2,269

有価証券 7,994 2,823

商品及び製品 3,704 4,235

仕掛品 316 203

原材料及び貯蔵品 1,336 1,069

その他 1,249 1,446

貸倒引当金 △79 △83

流動資産合計 43,383 43,263

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 25,016 25,170

減価償却累計額 △15,838 △16,094

建物及び構築物（純額） 9,177 9,075

機械装置及び運搬具 7,012 7,044

減価償却累計額 △5,324 △5,476

機械装置及び運搬具（純額） 1,687 1,567

土地 8,501 8,505

リース資産 546 484

減価償却累計額 △367 △359

リース資産（純額） 178 125

賃貸資産 10,440 11,189

減価償却累計額 △2,980 △3,555

賃貸資産（純額） 7,459 7,634

建設仮勘定 57 112

その他 7,281 7,352

減価償却累計額 △6,156 △6,269

その他（純額） 1,124 1,083

有形固定資産合計 28,187 28,104

無形固定資産   

のれん 459 359

その他 1,889 1,870

無形固定資産合計 2,348 2,229

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  9,799 ※2  9,801

その他 5,417 5,541

貸倒引当金 △109 △93

投資その他の資産合計 15,106 15,249

固定資産合計 45,642 45,583

資産合計 89,026 88,846
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,514 5,880

短期借入金 701 761

リース債務 1,998 1,873

未払法人税等 2,004 1,784

賞与引当金 1,053 1,004

役員賞与引当金 97 －

その他 3,275 3,289

流動負債合計 15,644 14,592

固定負債   

長期借入金 124 63

リース債務 4,717 3,936

退職給付引当金 2,502 2,568

環境対策引当金 47 47

その他 975 634

固定負債合計 8,368 7,250

負債合計 24,012 21,843

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 54,235 56,399

自己株式 △3,277 △2,998

株主資本合計 64,825 67,269

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △28 △281

為替換算調整勘定 △22 △230

その他の包括利益累計額合計 △51 △511

新株予約権 88 77

少数株主持分 150 169

純資産合計 65,013 67,003

負債純資産合計 89,026 88,846
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 24,355 30,148

売上原価 14,006 16,886

売上総利益 10,348 13,262

販売費及び一般管理費 ※1  7,460 ※1  8,508

営業利益 2,888 4,753

営業外収益   

受取利息 44 49

受取配当金 34 36

為替差益 － 51

保険金収入 38 9

その他 38 71

営業外収益合計 156 218

営業外費用   

支払利息 102 88

為替差損 317 －

投資事業組合運用損 108 252

匿名組合投資損失 41 29

その他 40 6

営業外費用合計 610 375

経常利益 2,434 4,596

特別利益   

投資有価証券売却益 － 49

固定資産売却益 12 －

特別利益合計 12 49

特別損失   

投資有価証券償還損 35 14

投資有価証券売却損 － 58

投資有価証券評価損 47 －

固定資産除売却損 18 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 77 －

災害による損失 － ※2  73

特別損失合計 177 145

税金等調整前四半期純利益 2,269 4,499

法人税、住民税及び事業税 1,274 1,796

法人税等調整額 △162 △186

法人税等合計 1,112 1,609

少数株主損益調整前四半期純利益 1,156 2,889

少数株主利益 13 25

四半期純利益 1,143 2,863
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,156 2,889

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △83 △252

為替換算調整勘定 118 △206

その他の包括利益合計 34 △459

四半期包括利益 1,191 2,430

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,182 2,403

少数株主に係る四半期包括利益 8 27
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,269 4,499

減価償却費 1,720 1,847

のれん償却額 84 99

賞与引当金の増減額（△は減少） 40 △46

退職給付引当金の増減額（△は減少） 183 66

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21 △13

受取利息及び受取配当金 △79 △86

支払利息 102 88

為替差損益（△は益） 28 16

投資事業組合運用損益（△は益） 108 252

匿名組合投資損益（△は益） 41 29

投資有価証券売却損益（△は益） 35 23

投資有価証券評価損益（△は益） 47 －

固定資産除売却損益（△は益） 5 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,016 3,383

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

△121 △107

賃貸資産の増加額 △654 △1,160

たな卸資産の増減額（△は増加） △467 △168

仕入債務の増減額（△は減少） △86 △707

リース債務の支払額 △634 △648

その他 △360 △686

小計 4,256 6,682

利息及び配当金の受取額 80 80

利息の支払額 △102 △88

法人税等の支払額 △2,266 △2,061

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,967 4,612

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 26 －

有価証券の取得による支出 △1,199 △499

有価証券の売却による収入 2,701 4,001

有形固定資産の取得による支出 △1,037 △504

無形固定資産の取得による支出 △60 △178

投資有価証券の取得による支出 △1,754 △2,075

投資有価証券の売却による収入 435 737

その他 7 112

投資活動によるキャッシュ・フロー △882 1,593
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △20 55

長期借入金の返済による支出 △57 △57

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △610 △609

その他 △19 110

財務活動によるキャッシュ・フロー △709 △501

現金及び現金同等物に係る換算差額 215 △114

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 591 5,590

現金及び現金同等物の期首残高 14,847 13,721

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,438 ※  19,312
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【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日）及

び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用しておりま

す。 

 なお、これによる影響については、１株当たり情報に関する注記に記載しております。  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（信託型従業員持株インセンティブ・プランの会計処理について） 

 当社では、従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として「信託型従業員持株イン

センティブ・プラン」を導入しております。  

 「パラマウントベッド社員持株会専用信託」（以下「従持信託」といいます。）が所有する当社株式については、当

社から従持信託へ当該株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。ただし、当社は従持信託の債務を保証してお

り、従持信託は当社従業員に対する企業価値向上へのインセンティブ付与を目的として当社が設定したものであること

から、従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益については当社の四半期連結財務諸表に含

めて表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載しております。  

 なお、従持信託が所有する自己株式数は、平成23年９月30日現在 株（平成23年３月31日現在 株）となっ

ております。 

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

32,600 58,400
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員      135 住宅資金借入債務  

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員      128 住宅資金借入債務  

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を負

っております。   

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

みずほファクター㈱ 百万円1,111

投資有価証券(株式) 百万円23

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を負

っております。   

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

みずほファクター㈱ 百万円1,232

投資有価証券(株式) 百万円23

投資有価証券(その他の有価証券) 百万円169

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 百万円1,705

賞与引当金繰入額 百万円511

貸倒引当金繰入額 百万円11

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 百万円1,841

賞与引当金繰入額 百万円545

  ※２．平成23年３月に発生した東日本大震災による損失で
あります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 百万円12,938

有価証券勘定 百万円9,041

計 百万円21,980

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
百万円△6,542

現金及び現金同等物 百万円15,438

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 百万円19,278

有価証券勘定 百万円2,823

計 百万円22,102

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
百万円△2,789

現金及び現金同等物 百万円19,312
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

(1）配当金支払額 

 (注) １．配当金20円のうち、５円は会社設立60周年記念配当によるものであります。 

   ２．従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していることか

ら、平成22年６月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金２百万円を含めずに

表示しております。     

  

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

   (注)  従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していること

から、平成22年11月１日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金１百万円を含めずに表

示しております。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

(1）配当金支払額 

 (注)   従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していること

から、平成23年６月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金１百万円を含めず

に表示しております。     

  

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

   (注)  従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していること

から、平成23年11月２日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金０百万円を含めずに表

示しております。 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  608  20 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月１日 

取締役会 
普通株式  457  15 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  609  20 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月２日 

取締役会 
普通株式  458  15 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金 
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前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成23年４月１日 至平成23年９月30日）  

当社グループは、ベッド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表等において自己株式として表示しているため、１株当た

り四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式数及び期中平均株式数

からは、当該株式を控除しております。 

  

（会計方針の変更） 

 第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日）及び

「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用しております。 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に当たり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプショ

ンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、

将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

 遡及処理を行う前の前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、37.43円です。  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 37 55 円 銭 93 81

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,143  2,863

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,143  2,863

普通株式の期中平均株式数（株）  30,454,154  30,529,961

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 37 45 円 銭 93 45

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  78,610  116,989

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  － 
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 当社グループは、平成23年６月29日開催の当社株主総会において決議された、パラマウントベッドホールディングス

株式会社を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換契約（非適格株式交換）の効力が平成23年

10月１日に発生したことにより、同日付けで持株会社体制へ移行いたしました。 

 また当社は、平成23年10月１日開催の臨時株主総会で、パラマウントベッドホールディングス株式会社へ子会社株式

を現物配当（適格現物分配）する旨を決議し、同日に配当を実施いたしました。この子会社株式の現物配当により、当

社は子会社の異動が生じることになります。 

 さらに当社は、平成23年10月６日開催の臨時株主総会で現金配当を実施する旨を決議し、平成23年10月７日に配当を

実施いたしました。 

 これらの剰余金の配当の概要は、次のとおりであります。 

１．子会社株式 

（1）  配当財産の種類及び帳簿価額の総額 

    パラマウントケアサービス株式会社  普通株式  18,330株     935百万円 

    パラテクノ株式会社         普通株式   1,600株     80百万円 

（2）  配当財産の割り当てに関する事項 

平成23年10月1日開催の当社臨時株主総会時点において議決権所有割合の100％を有する株主であるパラマウン

トベッドホールディングス株式会社に対して、配当財産のすべてが割り当てられます。  

（3）  剰余金の配当効力発生日 

    平成23年10月１日 

（4）  配当の原資 

    利益剰余金 
  

２．現金 

（1） 配当財産の種類及び帳簿価額の総額 

     現金  3,000百万円 

（2） 財産の割り当てに関する事項 

剰余金配当の効力発生日時点において議決権所有割合の100％を有する株主であるパラマウントベッドホールデ

ィングス株式会社に対して、配当財産のすべてが割り当てられます。 

（3） 剰余金の配当効力発生日 

       平成23年10月7日 

（4）  配当の原資 

       利益剰余金 

  

（重要な後発事象）
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 平成23年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………… 458百万円 

（ロ）１株当たりの額……………………………… 15円 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…… 平成23年12月２日 

（注）１．平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

    ２．従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していること

から、平成23年11月２日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金０百万円を含めずに表

示しております。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月７日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小堀 一英  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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